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答申第２３－３号

平成２４年８月９日

第１ 審議会の結論

○○○○氏に係る「連合議員の○○○○」の記載の「○○○○」の部分を非開示

とした部分開示決定をすべきである。

第２ 本件異議申立てに至る経緯

平成２３年１１月１１日 公文書開示請求

１２月２６日 公文書開示決定通知

平成２４年 １月 ５日 行政不服審査法第６条の規定による異議申立て（○○○

○氏）

１月 ７日 〃 （○○○○氏）

１月 ９日 〃 （○○○○氏）

１月１０日 〃 （○○○○氏）

第３ 開示請求の内容等

１ 開示請求の内容

① 中部ふるさと広域連合中部発信課が○○○○に事業委託したもので、下記の標題

にかかる、すべての書類

記

(1) 平成２３年度市町村ふるさと雇用再生特別基金事業補助金計画書

② 同連合が、同事業をめぐる事件について、県に報告した文書のすべて

２ 実施機関の決定内容

部分開示決定

３ 実施機関の部分開示決定の理由

・鳥取県情報公開条例第９条第２項第１号に該当（著作権法第１８条）

・鳥取県情報公開条例第９条第２項第２号に該当（個人情報）

第４ 異議申立人の説明

１ ○○○○氏

・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

・ 中部ふるさと広域連合（以下、「広域連合」という。）の調査内容について納得

のいかないところがある。

出張について、東京に行ったとは言ったが、いつの日に何回（３回）とは言っ

ていないし、中国に行ったとは言っていない。

会社の報告書の内容は、調査時に知らなかった。

※ 広域連合の調査：市町村ふるさと雇用再生特別基金事業に係る広域連合と○

○○○の事業委託に関する不適正会計処理について、広域

連合の職員が行った調査

・ 開示文書に載っていない広域連合側とのやりとり

補助金の仕事とそうでない仕事の区別を問われたが、区別がつかず困った。執

拗に「だいたいでいいから。」「○○○○さんの感覚でいいから。」と問われ適当に

言った。

・ 情報の開示は条例に定められていることかもしれないが、全ての情報（話のや

りとりや、こちら側の言い分）が載っているわけではないため、公平な立場では
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なく、初めから悪いと決められて目を通すことになる。

この事件が起こって２～３ケ月になるが、情報の開示により関係者やその家族

に、今以上に迷惑をかけることになる。

出来れば開示のない事を切に願うものである。

２ ○○○○氏

・ 企画書等の作品情報は本事業に無関係であり、特にスタッフの個人名や団体名、

顔写真、プロフィールは肖像権やプライバシーの問題もあるので非開示としていた

だきたい。

・ 作品製作の予算書は本事業に無関係であるので非開示としていただきたい。

・ 開示時の黒塗りは、閲覧者によって透かし読むことが可能であり、恣意的に流布

されるおそれがあるので配慮していただきたい。

・ いい加減な判断や対応を行う広域連合に対し、担当者に舞台芸術業界のシステム

等について理解を深めてもらうために善意で渡した書類まで、県に報告書の添付書

類として提出してしまったものである。

また、数度にわたる県への報告では、その都度内容が変わる等、広域連合の一方

的な自己保身の対応、説明であり、自分の意見・主張は一切出されていない。

・ 「制作」と「製作」の違いが理解されていない。

本件事業は制作全般の進行準備を事業としており、作品製作に関する事は本件事

業と関係がない。

実施機関が「作品制作の予算書」としている書類については、作品製作費用で

あり、シュミレーション資料である。

・ シュミレーション資料が公開されることで、脚本、音楽等の製作予定者個人の収

入が類推され、個人のプライバシーを侵すおそれがある。

特定個人の収入が憶測される部分の費目と氏名は非開示とすべきである。

・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。

・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。

・ 公正な県政の推進という鳥取県情報公開条例の主旨に従い、本事業の執行と関係

のあるもの（開示対象）と関係のないもの（開示対象外）の仕分けが厳密になされ

るべきである。
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３ ○○○○氏

○○○○の社長である○○○○氏より、「○○○○の代表取締役に名前だけ貸して

ほしい（○○○○氏自身が代表取締役になると、ふるさと雇用の支援が受けられな

い）。」と依頼され名前を貸したものであり、○○○○の実務や経理には全く関与し

ておらず、事業の内容も知らなかった。

自分の名前が出ることにより、不利益が生じる。

４ ○○○○氏

・ ○○○○は、今回の委託事業に一切関係していない。

書類の開示により、○○○○の名称、住所、代表者名を、恣意的に流布されるお

それがある。

・ ○○○○は、○○○○から合同公演の話を持ちかけられ、同意し、サインをした

だけである。○○○○や○○○○の事は知らないし、ましてや本事業のことは鳥取

県から意見を求められるまで知り得なかった。

このように会ったことも話したこともない団体の事業関係者のように扱われるこ

とには、納得がいかない。

・ 開示する書類は、○○○○の○○○○氏と作品をつくるという、平成２４年度か

らの合同公演への参加合意書であり、○○○○との契約、取引書類ではない。

・ 公正な県政の推進という鳥取県情報公開条例の主旨に従い、本事業の執行と関係

のあるものと関係のないものの仕分けが厳密になされるべきである。

第５ 実施機関の説明

１ ○○○○氏の主張への反論

公文書開示にあたっては、○○○○氏を含む○○○○の社員に関する個人名、住所、

印影は、特定の個人が識別される情報として、鳥取県情報公開条例第９条第２項第２

号に規定する非開示情報として非開示とした。当該情報を非開示とすることにより、

一般人基準として、個人の権利利益を侵害するおそれは認められないと判断した。

２ ○○○○氏の主張への反論

里見八犬伝企画書に記載されているスタッフの個人名や団体名、顔写真、プロフィ

ールの個人情報は業務関連であり純然たるプライバシー情報ではなく、本人やその他

のホームページ上でも広く紹介されている公知情報でもあり、不利益が具体的ではな

い形式的な個人情報である。

よって、鳥取県情報公開条例第９条第２項第２号に規定する非開示情報には該当し

ないと判断した。

また、作品制作の予算書については、本件事業の実施目的である人形劇の公演に関

する予算書であり、本件事業に無関係なものとは言い難く、また、開示することによ

り法人の事業活動が損なわれるとは認められない。

よって、鳥取県情報公開条例第９条第２項第３号アに規定する法人不利益情報には

該当しないと判断した。

３ ○○○○氏の主張への反論

法人の代表者名は公知情報であり、本来、代表取締役の職責については、一般的に

会社を代表して責任が生ずることは周知の事実であり、代表取締役として氏名が出る

ことにより生ずる不利益も具体性がない。

また、氏名の公開について「個人に関する情報」としてとらえた場合でも、個人情

報はあくまで保護すべき個人に関する情報であって、形式的に個人情報であっても、

個人としての私的領域における権利、正当な権利が害されるおそれがあると評価でき

ない場合は、そもそも「個人に関する情報」として非開示とすることは適当ではない。

よって、鳥取県情報公開条例第９条第２項第２号及び同条同項第３号アに規定する

非開示情報には該当しないと判断した。
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４ ○○○○氏の主張への反論

法人の名称、住所、代表者氏名は公知情報であり、○○○○との取引があったこと

が公になることによる業務上の支障のおそれが具体的でなく、競争上の地位その他正

当な利益を害するような法人不利益情報とまではいえない。

よって、鳥取県情報公開条例第９条第２項第３号アに規定する法人不利益情報には

該当しないと判断した。

第６ 本件異議申立審議の経過

平成２４年 ３月 １日 諮問書を受理

３月２８日 実施機関が理由説明書を提出

５月 １日 異議申立人（○○○○氏）が意見書を提出

５月 ２日 異議申立人（○○○○氏）が意見書を提出

６月１９日 審議

※ ○○○○氏及び○○○○氏からの意見書の提出はなかった。

また、全ての異議申立人は、本審議会に対する口頭による意見の陳述を求めて

いない。

第７ 審議会の判断

１ ○○○○氏の異議申立てに係るもの

氏名その他特定の個人が識別され得る情報の部分を除くことにより、開示しても保

護される個人の利益が害されるおそれがないと認められることとなる情報は、開示す

べきである。

よって、一般人が個人を識別し得るかどうかが問題となるが、本案件については、

個人名、住所、印影という明らかに個人が識別される情報は非開示としており問題は

ないため、他の情報と組み合わせることにより個人が識別される可能性のある次の点

について審議した。

(１) 「連合議員の○○○○」の記載について

① 本件開示文書に関連する事件については、市町村ふるさと雇用再生特別基金事

業に係る委託金の不適正使用として新聞等で報道されているところである。

これらの報道内容について、実施機関から提出された新聞記事の写し等により

内容を確認したところ、「伊藤正三議員の関係者が雇用された旨」「伊藤正三議

員の親族が雇用された旨」の記載が確認された。

② 当該新聞記事は、直近のものでも掲載から４か月以上が経過しており、一般人

が当然に入手しうる情報とはいえないとの見方もできるが、県中部地域の住民に

とっては、当時大々的に報じられ、地元で話題になり、今なお記憶に新しい事件

であり、「連合議員といえば伊藤正三議員である。」ことは、周知の事実といえ

る。

③ この新聞記事と、開示文書に記載された「連合議員の○○○○」を組み合わせ

れば、「連合議員の○○○○は○○○○氏である。」ことが十分に特定され得る。

④ よって、「連合議員の○○○○」の記載は、今回開示決定されることによる新

たな個人情報であり、鳥取県情報公開条例第９条第２項第２号に規定する特定の

個人が識別され得る情報と解されるため、「○○○○」の記載は非開示とすべき

ものと判断する。
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(２) 「Ｉ氏」の記載について

一般的にイニシャル表記だけでは、個人を特定することはできない。

今回のケースについても、開示文書のほか、一般人が入手できる情報として

(１)の新聞記事を確認したが、新聞情報と合わせても「Ｉ氏」が「○○○○氏」

を指すことを一般人の基準で推認するに足るものとはいえない。

よって、鳥取県情報公開条例第９条第２項第２号に規定する個人情報とはいえ

ないため、開示することが適当である。

２ ○○○○氏の異議申立てに係るもの

(１) 企画書等の作品情報について

① 開示請求者は、広域連合が、市町村ふるさと雇用再生特別基金事業をめぐる事

件について県に報告した全ての文書の開示を求めている。

企画書等の作品情報も広域連合の調査報告書の一部であり、開示対象文書に含

まれるものである。

② 企画書には、制作スタッフ、参加劇団のほか、あらすじや予算案が記載され、

○○○○の大型人形劇「里見八犬伝」の制作技術上の情報とも考えられる。

しかし、「南総里見八犬伝」は江戸時代後期に著された長編伝奇小説であり、

これまでにも繰り返し演劇化等が行われてきた作品である。また、予算案は概算

額であり、スタッフ、参加劇団についても同種の業務を行うものであれば計り知

る事ができる情報といえる。

よって、法人の競争上の地位を害するおそれがあるとは認められず、鳥取県情

報公開条例第９条第２項第３号アに規定する法人不利益情報に該当しないため、

開示することが適当である。

なお、当該演劇の具体的演出に関わる脚本・歌詞は非開示としているところで

ある。

(２) スタッフ情報について

① 広域連合の調査報告書に記載されるスタッフの個人名は、スタッフが行う事業

遂行上の情報としてとらえることが適当である。

調査報告書にはスタッフがいつ・誰と面会したかが記載されているが、これら

の事実は通常の業務打ち合わせの範疇であり、委託金の不適正使用への関与をう

かがわせるものはなく、事業を営む者の正当な利益を害するおそれがあるとは認

められない。

よって、鳥取県情報公開条例第９条第２項第３号に規定する法人不利益情報に

該当しないため、開示することが適当である。

② 企画書等には、個人名に加え、顔写真、プロフィールが記載されているが、こ

れらの情報はホームページ上で確認できる内容であり、鳥取県情報公開条例第９

条第２項第２号アに規定する慣行として公にされた情報といえ、開示することが

適当である。

③ 予算案に記載されるスタッフへの支出額は一般的な市場相場と考えられ、実際

の支出額でないことは明らかなため、鳥取県情報公開条例第９条第２項第２号に

規定する個人情報に該当しないため、開示することが適当である。

３ ○○○○氏の異議申立てに係るもの

○○○○の代表取締役氏名は、法人登記簿に登載される役員に関する事項であり、

鳥取県情報公開条例第９条第２項第２号アに規定する法令等の規定により公にされた

情報であり、開示することが適当である。

４ ○○○○氏の異議申立てに係るもの

① 開示請求者は、広域連合が、市町村ふるさと雇用再生特別基金事業をめぐる事件

について県に報告した全ての文書の開示を求めており、○○○○に関する情報を含

む文書も開示対象文書に含まれる。
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② ○○○○は、日中国際共同制作大型人形劇ミュージカル「里見八犬伝」合意書に

記名捺印があるほか、企画書等に出演劇団として記載されているのみであり、委託

金の不適正使用への関与をうかがわせる情報はなく、法人の正当な利益を害するお

それがあるとは認められないため、鳥取県情報公開条例第９条第２項第３号に規定

する法人不利益情報に該当しないため、開示することが適当である。

５ 附帯意見

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

鳥取県情報公開条例第４条は、「公文書の開示を請求しようとするものは、これに

よって得た情報を、この条例の目的に即し適正に使用しなければならない。」と規定

し、開示を受けた者の責務を定めている。このことは、公文書の開示を受けた者は、

これによって得た情報を、社会の良識に従って適正に使用しなければならず、いやし

くも特定の個人や企業に対するいやがらせ、脅し等に用いるなど他人の権利利益を侵

害することがあってはならないことを意味するものである。

実施機関においては、○○○○○○○○○○○○、開示した情報が、鳥取県情報公

開条例の趣旨に沿って適正に使用されるよう図られたい。


